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第８回ＡＰＥＣ電気通信・情報産業大臣会合（ＴＥＬＭＩＮ８） 

（日本、沖縄 2010年 10月 30日～31日） 

 

沖縄宣言（仮訳） 

「社会経済の新たな成長を牽引するＩＣＴ」 

 

1. 我々、ＡＰＥＣの電気通信・情報産業大臣は、２０１０年１０月３０日、３１日に「社

会経済の新たな成長を牽引するＩＣＴ」というテーマのもとに沖縄に集結した。 

 
2. 我々はアジア太平洋地域における地域経済統合強化のために貿易・投資の拡大の重要

性を認識した「成長の持続と地域の連携強化」と題した２００９年のシンガポール首脳宣

言を歓迎する。また、ＡＰＥＣ首脳は、域内外でのより均衡ある成長を支援し、社会全体

に成長の恩恵をあまねく広げ、環境を維持し、技術革新や知識集約型経済を通じた成長潜

在力を増大させる包括的な長期成長戦略を策定することに同意した。 

 

3．我々は情報通信技術（ＩＣＴ）が強固で革新的なグローバル経済の発展を促進する上で、

重要な原動力であり、ＡＰＥＣ成長戦略を実現する鍵となることを再確認する。我々は、

ＩＣＴの進歩により実現されるユビキタスネットワーク社会の発展は、利益の共有につな

がることを認識し、アジア太平洋地域における社会経済の成長を促進する。 

 
4．我々は、革新的成長の実現に向けてアジア太平洋情報社会（ＡＰＩＳ）を引き続き促進

する重要性を認識し、政府・民間部門が情報通信の流通増大を促進するアジア太平洋情報

通信基盤（ＡＰＩＩ）の拡大・強化のために協力する必要性を再確認する。 

 

5．我々は、2010 年が先進ＡＰＥＣエコノミーにとって、自由で開かれた貿易と投資を掲

げたボゴール目標の実現を目指す重要な年であると認識する。更に我々は、自由で公正な

競争環境が情報通信産業の健全な発展に貢献することも認識する。我々は、ボゴール目標

達成にむけた進展を評価し、これらの目標を支援するため、電気通信・情報作業部会（Ｔ

ＥＬ)に対してＩＣＴ分野における更なる努力を奨励する。 

 
6．我々は、情報通信産業が、新しい成長を支え、ＡＰＥＣエコノミーにおける貿易・投資

の自由化の実現により、人間の安全保障へ貢献する点に留意する。 

 
7．我々は、ＡＰＥＣＴＥＬ議長レポートを歓迎し、ＩＣＴ開発の促進に向けてＴＥＬの

努力を奨励する。今後に関し、我々は以下の分野で重点的に活動を進めるべく、ＴＥＬ戦

略行動計画を承認する。 
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新たな成長へ向けたＩＣＴ開発 

8．我々は、ＡＰＥＣエコノミーが、２０００年に首脳によって承認された２０１０年ま

でにユニバーサルインターネットアクセスを達成するとしたブルネイ目標を概ね達成した

ことを歓迎する。 

 

9．我々は、ＡＰＥＣエコノミーによる情報通信インフラの更なる整備に向けた包括的な

努力を認識する。我々は、２００８年のバンコク宣言に記され、２００９年のシンガポー

ルにおける首脳宣言で歓迎された、ＡＰＥＣ域内においてユニバーサルブロードバンドア

クセスを２０１５年までに達成するという合意を再確認する。我々は目標の実現に向けた

ＴＥＬによる継続的な努力を奨励する。我々は、ＩＰｖ４アドレスが２０１２年頃には枯

渇するとの見通しから、ＡＰＥＣ域内においてＩＰｖ６への移行がバンコク宣言に記され

たユニバーサルブロードバンドアクセスの達成を後押しすると認識する。我々はＴＥＬに

よって作成された「ＩＰｖ６ガイドライン」を支持する。 
 

10. 我々は、ＡＰＥＣ域内において知識集約型経済に向けたＩＣＴインフラの拡大及び向

上のため、２０２０年までに次世代の高速ブロードバンドアクセスという野心的な目標の

達成に向けたＴＥＬの努力を奨励する。 

 

11. 我々はインフラ整備にあたり技術中立的な方法であらゆる形態の情報通信技術の利用

を引き続き奨励し、無線通信の広範囲に及ぶ使用がＡＰＥＣ域内においてより効率的にＩ

ＣＴインフラを整備する上で重要な手段であると認識する。 

 

12．特別なニーズを持つ人々がデジタル経済に十分に参加することを可能とするため、

我々はＴＥＬに対して、全ての人々にとってＩＣＴが利用しやすいものとなるような戦略

を作成し実行することを奨励する。 

 

ＩＣＴ利活用を通じた社会経済活動の向上 

13．ＩＣＴインフラ開発は、広く我々の産業や社会において重要な課題の一つである。

我々は、地球環境問題への対処に関する２００７年のシドニー首脳宣言を想起しつつ、エ

ネルギーや資源制約、環境悪化といった地球的規模の問題に対処する上でのＩＣＴの能力

を認識する。我々は社会経済的な課題に対処するために、ＩＣＴの活用に向けた努力を引

き続き奨励するとした２００９年の首脳宣言を歓迎する。 

 

14．この点において、我々は、環境、緊急対応、医療、教育、エネルギー効率、行政サー

ビスなど様々な分野において社会経済的な成果を目的として提案された「スマートＩＣＴ

アプリケーションイニシアティブ」を歓迎する。我々は、ＴＥＬに対し、域内におけるＩ
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ＣＴ利活用のベストプラクティスの共有を促進し、経済的、技術的及び他の課題に取組み、

これらの目標に関して２０１５年までに進展を評価することを奨励する。 

 

15．我々は、エネルギー効率を改善するためのＩＣＴの可能性を認識する。我々は、環境

保全上の利点を生み出すためのＩＣＴの活用に関しベストプラクティスを共有するためＴ

ＥＬが引き続き努力することを奨励する。データセンターのようなＩＣＴ機器やネットワ

ークのエネルギー効率化やエネルギー消費を削減するためのＩＣＴ利用、様々な社会・経

済活動における二酸化炭素排出量の削減によって、そのような利点はもたらされる。また、

我々はＴＥＬに対し、環境への負荷を減少させるためのＩＣＴによる貢献を評価する手法

を作成し、高度道路交通システム（ＩＴＳ）のような技術を促進するため、国際電気通信

連合（ＩＴＵ）や経済協力開発機構（ＯＥＣＤ）などの他の国際機関と協力することを奨

励する。 

 

16．我々は、クラウド・コンピューティングやグリッド・コンピューティングのような新

たなサービスや技術が、ＩＣＴの柔軟で低価格な使用を可能にすると認識する。この点に

おいて、我々は、クラウド・コンピューティングや昨年開かれた第２回グリッドショーケ

ースにて実演されたグリッド・コンピューティングについてＴＥＬの共同努力を奨励する。

一方で我々は、これらのサービスや技術を使う上でＴＥＬによる安全・安心な環境の確立

に向けた取組の必要性を認識する。 

 

17．我々はＡＰＥＣ域内で台風や地震、津波などの自然災害が頻繁に発生し、ＡＰＥＣ域

内の各エコノミーに甚大な被害をもたらしていることを認識し、早期警戒、救助・救援活

動、復旧活動の場面におけるＩＣＴの重要性を再確認する。我々は、情報共有及び協力を

向上させるための適切なネットワークや技術の開発や推進を通じて災害により良い形で対

応するために、ＡＰＥＣ域内における協力強化を奨励する。 
 

安全・安心なＩＣＴ環境の推進 
18．我々の社会がＩＣＴへ依存を強め、オンライン上の脅威が社会的、経済的に大きな影

響を及ぼしうることを我々は認識する。ＡＰＥＣ域内におけるＩＣＴの安心、安全、信用

及び信頼性は、持続的な成長に向けてＩＣＴが重要な貢献を果たす上で重要である。 

 
19．我々はオンライン上の悪意ある活動への対策強化の必要性を強調する。また、安全で

安心なＩＣＴの環境は、個人情報の保護やネットワークシステムにおける安全性を推進す

る効果的な政策など消費者保護の対策強化によって一定程度促進されることを認識する。 

 

20．故に、我々は各エコノミーに、オンライン上の悪意ある活動に対処するための相互協
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力の強化、意識啓発のための取組、さらにＩＣＴの保護に関する情報共有を奨励する。こ

れらの努力には協調が必要であり、産業界、インターネット技術団体、ＩＳＰを含む業界

関係者、通信事業者や地域及び他の国際機関との連携が求められる。こうした努力により、

ＩＣＴネットワークやユーザーを保護し、適切な手段で情報へのアクセスを確保するため

の安全なオンライン環境が確立される。 

 

21．我々は、弱者グループ、特に児童や青少年が頻繁にオンライン上の脅威に晒されてい

ることに留意する。従って我々は各エコノミーに対し、優先事項としてこれらの脅威に対

する戦略の整備を奨励する。また、エコノミーが域内で協力し、ＴＥＬがオンライン上の

脅威から弱者グループを保護する手助けとなる政策を推進するため、ＯＥＣＤなどの国際

機関との協調を引き続き継続するよう奨励する。 

 

22. これらの取組に呼応し、最近のサイバーセキュリティについての意識向上に対する努

力を認識し、サイバーセキュリティへの対処における共通の責任を強化するため、第８回

電気通信・情報産業大臣会合の開催に併せ「ＡＰＥＣサイバーセキュリティ意識啓発の日」

を創設し、祝意を表する。 

 
地域経済統合の推進 

23．我々は、ボゴール目標に沿ってＴＥＬがＩＣＴ分野において自由で開かれた貿易・投

資を推進するため努力を継続することを推奨する。これに関連し、我々は、電気通信分野

の自由化及び競争を一層促進するための基本方針に関する地域貿易協定（ＲＴＡ）及び自

由貿易協定（ＦＴＡ）の電気通信分野に関するＴＥＬ指針を支持する。また、ＡＰＥＣ域

内において自由で開かれた市場の発展を促進するための政策や規制に関する情報共有によ

って、域内の協力を促進するためのＴＥＬの努力を奨励する。我々は、各エコノミーに対

し、ＡＰＥＣエコノミーにおいて競争・投資を促す効率的な規制手法を促進するために積

極的に知識と経験を共有することを奨励する。 
 
24．我々は、ＴＥＬの相互承認取り決め（ＭＲＡ）への取組を認識する。我々は、エコノ

ミーがそれぞれの規制と政策の枠組みの中で実行可能な範囲で電気通信機器に係る適合性

評価のための相互承認取り決め（ＭＲＡ－ＣＡ）を実行することを奨励する。我々は、Ｔ

ＥＬの技術的要件と同等の相互承認取り決め（ＭＲＡ－ＥＴＲ）を支持する。我々は、Ｍ

ＲＡ－ＣＡとＭＲＡ－ＥＴＲ双方がＡＰＥＣ域内における電気通信機器貿易の促進に貢献

すること認識する。 

 

25．我々は、国際モバイルローミングの過剰コストを削減することが、企業、消費者及び

地域経済に直接利益をもたらすことを認識する。我々は、国際モバイルローミング料金に
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関して消費者を教育する戦略・方策の策定のように、ＴＥＬがこの課題へ貢献することを

奨励する。特に、我々はより強固で費用対効果の高い国際通信を実現するＴＥＬの国際モ

バイルローミングに関する消費者情報の提供に関するガイドラインを支持する。 

 

26．国際海底ケーブルは地域経済統合を実現する上で重要である。我々は、このインフラ

の重要性に関しての認識を高め、エコノミーが迅速にケーブル修繕を行う助けとなるべく

情報を集約することで、ＴＥＬが海底ケーブル保護の強化にむけた継続的な努力をするこ

とを認識する。 

 
ＩＣＴ分野における協力の強化 

27．ＩＣＴはＡＰＥＣ域内でサプライチェーンの結合強化において重要な役割を果たす。

我々は医療、教育、エネルギ－、環境、災害管理などの様々な分野において社会経済的成

果を挙げるためのＩＣＴの利用に関して、ＡＰＥＣ域内での議論を奨励する。 

 

28．我々は、依然としてＡＰＥＣ域内の情報格差がＩＣＴによって十分な利益を得るため

の障害になっていることを認識する。我々は、インフラ整備などの取組を通じた情報への

アクセス機会の提供を優先課題として認識する。 

 

29．我々は他のＡＰＥＣ作業部会と協力を継続し、ＩＣＴに関連する活動の協調強化を奨

励する。また、我々は、成果を高め、努力の重複を避けるため、ＴＥＬにＩＴＵ、ＡＰＴ、

ＯＥＣＤなどの他の国際機関やインターネット関連技術・管理団体との協力を奨励する。 

 
30．我々は、ＩＣＴ分野の均衡ある持続可能な成長の基礎となる人材育成及び人材交流の

必要性を認識し、ＡＰＥＣ域内の公共サービス及びビジネスへの重要な貢献として、これ

らの問題への対処の必要性を確認する。 

 

進展に向けて 

31．我々は、この宣言を２０１０年１１月に日本の横浜で開催される第１８回ＡＰＥＣ首

脳会合及び第２２回閣僚会合に提示することに合意する。 

 

32．我々は、ＴＥＬに対し、次回大臣会合に向けて、この宣言の実施状況について報告を

行うことを要請する。 


